仙北市近未来技術活用による夢のまち産業育成事業補助金制度の概要
１．目 的  
仙北市における近未来技術を活用した新たなサービス事業並びに産業を育成し、活力ある地域社会の形成を図るため、市内中小企業の起業等に対し、補助金を交付することで起業立地の促進や新しい地域産業の形成及び雇用の創出を図り、もって地域の発展力を高めることを目的とする。
２．定義  
近未来技術産業 : 自動走行、自動飛行、遠隔教育、遠隔医療などIoT、ICT等の近未来技術を活用した産業をいう。
中小企業 ： 中小企業基本法（昭和３８年７月２０日法律第１５４号）第２条に規定するものをいう。
起           業 ： 仙北市で新たに近未来技術産業に係る事業を展開する場合を指し、通年の事業計画が堅実で事業の継続性、収益性が見込まれるものをいう。
新分野進出 ： 既に行っている事業を継続しながら、近未来技術産業に係る事業に新たに進出する場合を指し、通年の事業計画が堅実で事業の継続性、収益性が見込まれるものをいう。
事業拡張 ： 既に行っている近未来技術産業に係る事業に新たな設備投資等を行って規模拡大を図る場合を指し、通年の事業計画が堅実でかつ増収増益が見込まれるものをいう。
３．補助対象者 
補助金の交付対象者は、起業、新分野進出又は事業拡張する者のうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）個人においては事業主、会社においては会社及びその代表者が本市に住所を有し、かつ、市内に事業所を有し継続的に事業を行うこと。ただし、市長が特に認める場合はその限りではない。
（２）個人においては事業主、会社においては会社及びその代表者が、納期の到来した市税及び市納付金等を完納していること。
（３）許認可等を必要とする業種にあっては、既に当該許認可等を受けていること。
４．補助対象事業 
補助金の交付の対象となる事業は、３年以上の継続が見込まれる事業で、次の各号のい
ずれにも該当するものとする。
（１）事業が関係法令又は公序良俗に反することなく、地域産業の活性化に寄与するもの
であること。
（２）事業に要する経費で消費税及び地方消費税（以下「消費税」という。）を含まない
額が、５０万円以上のものであること。
　　
５．補助対象外となるもの 　
（１）仙北市商工業起業・中小企業活性化支援事業等応援事業補助金を利用したことがあるもの。ただし、事業中止等により補助金を返還したものを除く。
（２）補助対象事業が市を含む他の補助制度等の対象となるとき。
（３）その他市長が適切でないと判断する事業を実施しようとするとき。
６．補助対象経費、補助率及び補助金の限度額、補助回数等 
この補助金の補助対象経費、補助率及び補助金の限度額は、以下のとおりとする。
	項　目
	補助対象経費
	補助率
	補助金の
限度額

	役務費
	事業開始に伴う広告宣伝費。
開業法人設立に伴う司法書士・行政書士等に支払う申請資料作成手数料等。ただし、上記手続きに伴う登録免許税、定款認証料、収入印紙代、印鑑証明等の各種証明類の取得費用は除く。
	１／３
	１００万円

	委託料(外注費)
	IoTやICTを活用したシステム構築にかかる経費
	
	

	使用料及び賃借料
	事業所など施設の賃貸契約のある使用料、賃借料(住宅兼可能)とし、申請年度末までの経費を対象とする。
ただし、敷金、礼金、手数料は除く。
	
	

	工事請負費
	店舗、事務所の開設に必要不可欠な
建築、内・外装、電気・水道設備工事、看板などの設置費とし、不動産物件は、自己所有又は不動産賃貸契約のあるものを対象とする。
	
	

	備品購入費
	事業実施に必要不可欠な機械器具、備品。
ただし、販売用の機器は除き、一般に市販されている汎用電化製品及び中古品を導入する場合は、当該物品の使用目的が補助事業の目的に限定される必要があるので、事前協議のうえ市の承諾が必要。

	
	


（２）補助金の交付回数は、起業、新分野進出又は事業拡張及び個人、会社（実態として同一とみなされる事業者を含む。）の区分に係わらず1回限りとする。
（３）補助対象経費は、対象事業費の合計とし補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものとする。
（４）他の補助制度等と併用する場合は、補助対象経費から当該補助額を減じた額が５０万円以上のとき、その額を補助対象経費とする。
７．申請時期　
　事業の着手前に申請すること。
８．実績報告等 
（１）事業実施後、速やかに実績報告書を提出すること。
（２）虚偽その他不正な手段により、補助金を受けた者は、補助金の額の全部又は一部を返還していただきます。
（３）補助事業完了後、３年未満で事業所を閉鎖した場合には、補助金を全額返還していただきます。
９．申請時提出書類 
（１）仙北市近未来技術活用による夢のまち産業育成事業補助金交付申請書（様式第１号）
（２）収支予算書（様式第２号）
（３）納税証明書（個人の場合は事業主、会社にあっては会社及び代表者の滞納がないことを証するもの）
（４）住民票の写し（個人の場合は事業主、会社の場合は代表者のもの）
（５）許認可等が必要な業種は当該許認可証等の写し
（６）その他市長が必要と認める書類
１０．実績報告書添付書類 
（１）仙北市近未来技術活用による夢のまち産業育成事業補助金実績報告書(様式第７号)
（２）収支決算書（様式第８号）
（３）補助対象経費の支払い関係書類(領収書の写し等)
（４）事業に係る写真（着手前、工事中、完成後、購入備品等）
（５）法人登記、定款、開業届出書など事業の内容が分かる書類の写し
（６）その他市長が必要と認める書類
１１．申込み、問合せ先
　仙北市役所　観光商工部　商工課　　　
〒014-0318　　仙北市角館町中町３６番地
　　　　　　　TEL　０１８７－４３－３３５１　FAX　０１８７－５４－４１０２
仙北市近未来技術活用による夢のまち産業育成事業補助金手続きフロー
◆起業、新事業展開又は業務拡張する場合で事業の着手前
（申請者→仙北市）
　　　　　補助金交付申請書提出　　　　　　
　　　　確認・審査 （変更の場合、変更承認申請）

（仙北市→申請者）
    　　　補助金交付決定通知　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　概算払い
（申請者→仙北市）
　　　　　実績報告書提出　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　確認・審査
（仙北市→申請者）
　　　　　補助金確定通知　　　　　　　　　

（申請者→仙北市）
　　　　　補助金請求書提出　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　精算払い
（仙北市→申請者）
　　　　　　　　補助金交付　　　　　　　　
※補助要件を満たさなくなった場合、又は事業開始後３年未満で事業を中止した場合は補助金の返還となります。

